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監　査　委　員

８年監査公表第６号

　令和６年度、令和５年度及び令和４年度の包括外部監査の結果に基づき講じた措置について、地方自治法（昭和22年
法律第67号）第252条の38第６項の規定により、京都府知事から通知があったので、次のとおり公表する。

　令和８年７月21日
京都府監査委員　能　勢　　昌　博　
　　　同　　　　藤　山　　裕紀子　
　　　同　　　　森　　　　敏　行　
　　　同　　　　岡　本　　吉　弘　

令和６年度包括外部監査の結果に基づき講じた措置状況

第１　包括外部監査テーマ
　　　府有財産（不動産）の最適配置と有効活用について
第２　包括外部監査の結果に基づく措置
　　　次のとおり
　⑴　指摘事項
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監　査　の　結　果 措　置　の　内　容 措置状況

１　京都府京都土木事務所のあり方と拠点の検討
　 　当該施設は、昭和56年建設であり、令和６年現在で
築43年が経過している。当地に移転される以前は、左
京区吉田河原町19にあった。当地に移った経緯とし　
て、特に河川管理の観点から、京都府所管でプレゼン
スの高い賀茂川（鴨川）周辺が望ましいとの判断があ
り、府有地であり、賀茂川（鴨川）に近い場所として
選ばれた。今後、耐震診断を行う予定とのことであり、
その診断結果を受けてではあるが、河川災害が生じた
場合は、行政上の拠点となる場所でもあるため、その
機能を十分に果たすことができる強度は必要である。
よって、中長期的に当該土木事務所を今後どの程度の
期間利用するのか、そのためにはどのような長寿命化
策が必要か、現状の規模でよいかなど、包括的な検討
が必要な時期に来ているが、具体的な検討がなされて
いない。
　 　なお、当地は北山エリアにあり、京都府による「北
山エリア整備基本計画」（令和２年12月）などにある
ように、北山エリアは、「賀茂川などの豊かな自然環
境の中、府民利用施設等が集積する貴重な府民の憩い
の空間であり、ここで国内外からの人が集い、交流す
ることにより、京都から新しい文化・芸術を創造・発
信する拠点となる大きな可能性を秘めている」場とし
て、ふさわしいあり方が求められる。現時点で当該建
物については、法定耐用年数経過前でもあり、直ちに
移転すべきという訳ではないが、北山エリアという地
域的特性の観点からも、単独公所として、京都土木事
務所が当地にあり続けるべきか検討すべきである。
　 　仮に、京都府における当事務所の業務について、今
後、組織再編を検討する場合には、例えば河川管理、
水防機能を鴨川周辺に残しつつ、その他の業務を別の
場所に移転するのであれば、他の機関との共用も含め
て検討されたい。
　（報告書113～114ページ）

（京都土木事務所）
　令和７年９月議会において、全庁的な府有資産の
あり方（検討案）の中で、現施設を廃止・移転する
方向性について報告を行ったところ。
　引き続き、府有資産利活用検討プロジェクトチー
ムと連携し、調整してまいりたい。

改 善 中

２ 　移転・機能の府市連携又は民間への移譲の検討（京
都府産業支援センター）
　 　京都府産業支援センターは京都リサーチパーク内に
あり、公設試験研究機関である京都府中小企業技術セ
ンターが技術支援、人材育成、研究開発及び情報発信
というサービスを、公益財団法人京都産業21が経営支
援のサービスを、それぞれ府内中小企業に対して、利
便性高く提供している。京都リサーチパークは京都市
中心部にあり交通の便が良いことから、利用者や職員
にも利便性が高い一方で、京都府産業支援センターの
建物は平成元年８月の建築で築36年となっており、老
朽化が目立ち、今後多額の修繕費が見込まれる。ま
た、敷地は京都リサーチパーク株式会社から賃借して
おり、土地賃借料及び建物管理料は2,953百万円の支
払累積となっており、現在も79,348千円 /年と多額な
費用を負担する必要がある。
　 　京都府産業支援センターのサービス利用者は広く府
内中小企業に及んでおり、建物も当機能を発揮するた
めに特殊な構造となっているものではない。
　 　また、京都府産業支援センターが提供する技術支
援、人材育成、研究開発、情報発信及び経営支援とい

（中小企業技術センター）
　当センターの機能については、京都府の公設試験
研究機関の方向性とそれを実現するための具体的な
取組について、令和６年３月に検討委員会を設置し
て議論を進め、令和７年10月に最終的な提言を取り
まとめたところ。
　この提言の具体化に向けて、令和８年５月に中期
計画を策定したところであり、今後、センターの機
能やサービスの充実に向けて取り組んでまいりたい。
　また、施設の老朽化への対応を含めた当センター
の持続可能なあり方については、京都リサーチパー
ク東地区全体の課題として検討してまいりたい。

改 善 中
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う機能に関して、現在は7,296㎡の面積を必要として
いるが、現在の機能の必要性の検討、民間への移譲の
可否についても十分検討すべきである。京都リサーチ
パーク内には京都府中小企業技術センターと同じ公設
試験研究機関であり、京都市が運営する地方独立行政
法人京都市産業技術研究所があり、対応可能な技術分
野や導入している機器について、京都市機関との連携
も検討し効率的な運営が目指されるべきである。
　 　将来の多額の修繕費の負担と、土地賃借料及び建物
管理料として79,348千円 /年の負担をしながら、これ
までと同じようにサービスを提供する必要があるかに
ついては疑問であり、京都府産業支援センターの施設
のあり方を含めた抜本的な見直しを検討すべきである。
　（報告書138～139ページ）

３　適地への移転の検討（京都府計量検定所）
　 　京都府計量検定所は、周辺が閑静な住宅地であるほ
か、西側には京都市立の公立中学校が隣接しており、
車両の出入り等に伴う安全性や検査時の騒音等生活環
境における影響がマイナス面となっている。また、タ
クシー事業者については検定所外の路上走行検査も必
要となるが、近隣の交通量は多く、検査に適している
状況とは言えない。
　 　施設としては、場外にタクシーメーター装置検査場
（現状94.15㎡）が必要であり、基準となる大型の分
銅を検定するはかり検定室（現状104.00㎡）や、はか
り検定用天井走行クレーン１基を設置する天井高や強
度は必要となるものの特殊な施設は必要ではない。ま
た、検査機器も移設可能である。京都府計量検定所の
入所する建物は築50年であり、建替えも検討される時
期になっている。この状況で、危険排除という視点か
らも京都府計量検定所が地価も高く、閑静な住宅地で
ある現状の場所で事業を継続する必要性はない。
　 　このことから、京都府計量検定所は他府県の見直し
事例の検証も行ったうえで、移転を検討すべきである。
　（報告書153～154ページ）

（計量検定所）
　令和７年９月議会において、全庁的な府有資産の
あり方（検討案）の中で、現施設を廃止・移転する
方向性について報告を行ったところ。
　これを受けて、現在、当該施設の適正な規模や移
転先等について検討を行っているところであり、引
き続き、府有資産利活用検討プロジェクトチームと
連携し、調整してまいりたい。

改 善 中

４　施設及び事業の将来性についての検討（さつき寮）
　 　さつき寮は、民間事業者との間で定期借家契約が締
結されており、残存の契約期間が約10年残存してい
る。契約期間終了後においては、建屋の築年数が50年
以上になり、大規模修繕や建替えの検討が必要となる
が、要する費用が膨大となり、効果との比較で勘案す
ると現実的でないと考える。
　 　確かに、さつき寮の外国人留学生の宿舎としての利
用については、留学生と地域との交流による地域の国
際化を通じて、国際都市である京都のブランド価値を
より高め、国際交流にも効果的であるが、その効果は
寮の所在地から勘案すると京都市内に限定されてお
り、京都市は京都府の権限の多くを委譲されている政
令指定都市であることから、必ずしも京都府が実施し
なければならない事業ではないと考えるため、事業の
廃止を含めて検討すべきである。
　 　その上で、事業を継続するとなった場合の手法とし
ては、自前の建物が必要かについても、民間建屋の借
り上げや、家賃補助といった代替案もあり、検討の余
地があると考える。さらに、昨今では、私立大学にお
いては、少子化による学生数減少の対策として、自前
の学生寮新築といった事例も散見されるため、残存す

（共生社会推進室）
　令和７年９月議会において、全庁的な府有資産の
あり方（検討案）の中で、現施設を廃止する方向性
について報告を行ったところ。
　これを受けて、令和８年３月末に事業契約及び定
期借家契約を解約し、事業を廃止した。
　廃止後の施設の取扱いについては、引き続き、府
有資産利活用検討プロジェクトチームと連携し、調
整してまいりたい。

改 善 中
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る約10年間の契約期間において、これまでのような
ニーズがあるかについても検討の余地がある。
　 　もっとも、定期借家契約の契約満了前に契約を打ち
切れば違約金の発生が見込まれるが、その点について
も一度これらの現状を勘案して、費用対効果を検討す
る価値はある。
　 　一方、建屋自体の今後については、寮として建設さ
れ、１人用個室を45室備えているが、各部屋にはトイ
レやバスはなく、いずれも共同使用となっており、機
能面で時代遅れとなっている。そのため、大規模修繕
による長寿命化は選択肢として考えにくく、事業を廃
止するのであれば解体撤去するのが妥当であり、検討
すべきである。
　（報告書173～174ページ）

５　施設及び事業の将来性についての検討（みずき寮）
　 　みずき寮は、民間事業者との間で定期借家契約が締
結されており、残存の契約期間が約 10年残存してい
る。契約期間終了後においては、建屋の築年数が50年
以上になり、大規模修繕や建替えの検討が必要となる
が、要する費用が膨大となり、効果との比較で勘案す
ると現実的でないと考える。
　 　確かに、さつき寮の事業と同様に、みずき寮の外国
人留学生の宿舎としての利用については、留学生と地
域との交流による地域の国際化を通じて、国際都市京
都のブランド価値を高め、国際交流にも効果的である
が、その効果は寮の所在地から勘案すると京都市内に
限定されており、京都市は京都府の権限の多くを委譲
されている政令指定都市であることから、必ずしも京
都府が実施しなければならない事業ではないと考える
ため、事業の廃止を含めて検討すべきである。その上
で、事業を継続するとなった場合の手法としては、自
前の建物が必要かについても、民間建屋の借り上げ
や、家賃補助といった代替案もあり、検討の余地があ
ると考える。さらに、昨今では、私立大学においては、
少子化による学生数減少の対策として、自前の学生寮
新築といった事例も散見されるため、残存する約10年
間の契約期間において、これまでのようなニーズがあ
るかについても検討の余地がある。
　 　もっとも、定期借家契約の契約満了前に契約を打ち
切れば違約金の発生が見込まれるが、その点について
も一度これらの現状を勘案して、費用対効果を検討す
る価値はある。
　 　一方、建屋自体の今後については、これもさつき寮
と同様に、寮として建設され、1人用個室を44室備え
ているが、各部屋にはトイレやバスはなく、いずれも
共同使用となっており、機能面で時代遅れとなってい
る。そのため、大規模修繕による長寿命化は選択肢と
して考えにくく、事業を廃止するのであれば解体撤去
するのが妥当であり、検討すべきである。
　（報告書184～185ページ）

（共生社会推進室）
　令和７年９月議会において、全庁的な府有資産の
あり方（検討案）の中で、現施設を廃止する方向性
について報告を行ったところ。
　これを受けて、令和８年４月に事業廃止に向けて
事業契約及び定期借家契約の解約に係る合意書を締
結し、令和８年９月末に事業契約及び定期借家契約
を解約し、事業を廃止することとしている。
　廃止後の施設の取扱いについては、新たに民間事
業者主体での留学生の誘致・定着促進に資する施設
としての利活用を目指し、調整を進めているところ。

改 善 中

６ 　地方職員共済組合所有地を京都府が取得することの
検討（旧平安会館職員宿舎用地）
　 　旧平安会館職員宿舎用地は、京都府が所有する
1,024.17㎡の土地であり、地方職員共済組合に対して
無償貸与されている。地方職員共済組合は、無償貸与
された本件土地に職員宿舎を、所有する5,100.06㎡の
土地に平安ホテルを建設し、両者を一体的に運営して

（職員総務課）
　地方職員共済組合の所有地の取得の可否にあたっ
ては、隣接する府有地との一体的な活用に向け、将
来的な行政需要への備えに加え、敷地内の日本庭園
を維持・保全した上でのニーズを把握するなど、検
討を進めてきた結果、京都府として令和８年３月に
地方職員共済組合に対して取得の意向を表明した。

措 置 済 み
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きたが、令和５年３月に平安ホテルが閉鎖となった。
　 　こうした中で、京都府において本件土地の今後の利
活用について検討を続けてきたところだが、隣接する
平安ホテルの土地と建物の所有者が地方職員共済組合
であるため、本件土地の活用方法を考えるに際して
は、平安ホテルの土地と一体的に検討するか否かで方
向性が変わってくる。
　 　平安ホテルに関しては、令和３年度に地方職員共済
組合京都府支部が平安ホテル経営継続の可否を主旨と
した「あり方検討会」を開催しており、その中で「売
却での資金確保は簡単であるが、京都市内でこれだけ
の土地の物件が出ることは極めてまれである。公的団
体しか維持管理ができない土地であり、地方職員共済
組合として求められる売主責任を意識し、所有権を留
保し周囲の環境を含め資産価値の向上に繋がるような
方策を検討されたい」との発言が記録されている。
　 　また、文化的な面から見て、世界的に有名な日本庭
園の存在を維持・存続することは大きな意味を持つも
のであり、経済的な価値と法的な制約から見ても、本
件土地と平安ホテルの土地の一体的な活用を考える方
が有益であると考える。
　 　以上のことから、京都府が地方職員共済組合の所有
地を取得し、将来的な行政需要に備えることが重要と
考えられることから、可能な限り早期に京都府が地方
職員共済組合の所有地取得の可否を検討すべきである。
　（報告書194～195ページ）

７ 　府有財産における財源確保の検討（京都府地球温暖
化防止府民プラザ）
　 　京都府地球温暖化防止府民プラザは地下鉄「二条駅」
下車徒歩２分の場所に位置し、建物敷地には駐車場用
地も確保され、利用者や府の職員にとってアクセスが
良い場所に立地している。
　 　敷地面積1,374.86㎡に鉄骨造・１階建ての建物
243.46㎡を有し、２団体（「特定非営利活動法人京都
地球温暖化防止府民会議」及び「一般社団法人京都府
木材組合連合会」）に貸付けを行っており、２団体と
も事務所としての使用である。
　 　貸付先からの施設利用収入は、年間2,353千円（令
和５年度実績）であり、不動産の想定時価から勘案す
ると相当低い収入額であり、施設の配置も含め、土地
の有効活用という面で極端に利用頻度が低い状態にあ
る。さらに、施設を事務所として利用しており外部者
の利用が比較的少なく、地球温暖化防止対策を担う組
織として自動車の利用が限られるため、駐車場の利用
頻度も低い状態にある。また、府民利用が少ない施設
であり、貸付先は、当該施設を使用して業務遂行する
必然性はない。代替施設への移転も比較的容易と想定
される。
　 　財源確保の観点から、貸付先の移転・建物解体後
に、土地の賃貸や売却等について検討すべきである。
　（報告書202ページ）

（脱炭素社会推進課）
　令和７年９月議会において、全庁的な府有資産の
あり方（検討案）の中で、現施設を廃止・移転する
方向性について報告を行ったところ。
　これを受けて、現在、入居中の２団体と令和８年
度中の移転に向けて調整しているところ。
　移転後の土地の賃貸や売却等については、引き続
き、府有資産利活用検討プロジェクトチームと連携
し、調整してまいりたい。

改 善 中

８ 　スペースの有効活用による別施設の受入の検討（京
都府警察自動車運転免許試験場）
　 　京都府警察自動車運転免許試験場は、京都市の郊外
で72,144.64㎡の大きな敷地で、本館4,032㎡、別館
2,084.81㎡、安全運転学校1,204.52㎡の延床面積の施
設を持っている。

（運転免許試験課）
　安全運転学校の講習会場について、受講者の予約
状況等を踏まえた開講日時・場所の見直しによる規
模の集約化を行うとともに、運転免許試験場本館の
一部事務室を安全運転学校に移転することにより、
本館内に空きスペースを構築した。

措 置 済 み
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　 　本館では、新規の運転免許の申請受付とそれに伴う
学科試験、別館では免許更新に伴う手続と講習業務、
安全運転学校では免許更新に伴う講習以外の講習を
行っており、それぞれのロケーションに機能別に役割
が割り振られている。
　 　そのため、本館では学科試験室、別館では高齢者講
習会場及び六つの講習会場、安全運転学校にも講習室
と類似用途のロケーションが別々に存在している。こ
のように機能別にロケーションの用途が決まっている
ことは個人情報保護等の観点からの利点はある一方
で、不効率により広いスペースの有効活用を妨げてい
る可能性がある。さらに平成28年度に京都駅前に免許
更新センターが新設され混雑緩和されていることを踏
まえると、さらなるスペースの有効活用を検討する意
義は大きい。
　 　機能や規模の集約化、建替え及び各業務の時間帯の
集中の高低等を加味した相互利用など、施設の高度利
用化の検討を行い、現在すべて使用されているスペー
スから空きスペースを構築する必要がある。空きス
ペースに関しては、郊外が適した京都府の他の施設へ
の活用のため、警察だけでなく京都府全体で利用を検
討すべきである。
　（報告書221～222ページ）

　当該空きスペースについては、他の施設への活用
を含め検討した結果、昨今の免許行政の変化への対
応が最優先であると考え、令和７年３月からの運転
免許証とマイナンバーカードの一体化により必要と
なった記録室及び外免切替に係る申請数の増加等に
対応するための試験会場を整備し、施設の有効活用
を図ったところ。

９ 　広大な敷地の有効活用の検討（京都府警察自動車運
転免許試験場）
　 　京都府警察自動車運転免許試験場は、京都市の郊
外で72,144.64㎡の大きな敷地である。屋外の駐車ス
ペースに関して日曜日の集中時間帯は満車となること
もある状況であるが、ピーク状況にスペースを合わせ
る必要は必ずしもなく、年間通じての敷地の有効活用
を検討すべきである。また、屋外駐車場スペースは構
築物がなく、平面的な敷地の利用がなされているが、
構築物や建物を建築することで立体的な敷地の利用を
図るべきである。
　 　京都府警察自動車運転免許試験場に隣接した敷地に
警察待機宿舎があるが現在未利用となっている。こち
らの土地も待機宿舎を解体し、京都府警察自動車運転
免許試験場の敷地と一体で有効活用が図られる必要が
ある。
　 　また、京都府警察自動車運転免許試験場の隣接地を
京都府が一般財団法人京都府交通安全協会に貸付け
し、一般財団法人京都府交通安全協会が自動車運転練
習場を運営している。こちらの敷地は16,053.96㎡と
広い。京都府警察自動車運転免許試験場の敷地を有効
活用するに当たっては、隣接する当地も含めて一体的
に有効活用を検討すべきである。
　（報告書222ページ）

（会計課（警察本部）、運転免許試験課）
　警察待機宿舎については、令和７年度に解体工事
を完了したところ。
　隣接する当地を含めた敷地全体の有効活用につい
ては、老朽化している施設の整備と併せ、引き続き
検討してまいりたい。

改 善 中

　⑵　意見

監　査　の　結　果 対　応　の　内　容

１　施設の利活用・統廃合等に対する早急な対応
　 　京都府では、平成17年度に「府有財産戦略活用推進本部」
を設置するとともに、平成29年３月に「京都府公共施設等
管理方針」を策定（令和４年３月改定）し、府有資産の戦
略的な活用に向け取組が進められている。

（総務調整課、財政課、府有資産活用課）
　府有資産利活用検討プロジェクトチームにおいて、令和７年
９月議会で報告した全庁的な府有資産のあり方（検討案）を元
に、関係部局と調整しているところ。
　引き続き、各部局における施設の集約化・複合化・統廃合な
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　 　しかしながら、府有資産の活用、維持、管理及び処分等
について各所管部局に任されている面が多分にあったこと
から、各施設が最適な利活用をされているか検証を進め、
更なる利活用に向け取組を推進するため、令和６年４月に
「府有資産利活用検討プロジェクトチーム」（以下「ＰＴ」
という。）が設置され、部局横断的な視点で検討が進めら
れている。
　 　ついては、個別施設ごとの耐用年数を考慮した施設の統
合、建替え及び処分等施設のあり方の検討を更に急ぐとと
もに、京都府全体として部局横断的に推進するために、各
部局における施設の集約化・複合化・統廃合などの検討に
当たっては、ＰＴとの連携により推進していただきたい。
　（報告書24ページ）

どについて、検討を進めてまいりたい。

２　点検・診断等の推進
　 　施設の長寿命化等を図るため、法令に基づく点検の実施
に加えて施設管理者による自主点検を実施し、施設の劣化
状況等の把握を適切に行うとともに、施設管理者が劣化状
況を把握しやすくするため、研修の実施や建築・設備系の
技術者による現地調査等を実施し、的確な劣化状況の評価
に基づいた修繕・改修を推進していただきたい。
　（報告書33～34ページ）

（府有資産活用課）
　令和７年５月の府有財産戦略活用総括推進員等会議におい
て、法定点検及び自主点検の実施等について周知徹底し、各部
局において、自主点検等により把握した施設の劣化状況等を取
りまとめた施設カルテを更新したところであり、これに基づ
き、計画的な維持管理に努めているところ。

３　立地条件の良い府有財産の利活用における検討の加速化
　 　京都府所有の敷地や施設は、人口減少、少子高齢化の進
行に悩む過疎地域にも点在するが、有利に活用が図られる
地域にも多数立地する。未利用の敷地や施設を長期間保有
することによる維持費は、民間が保有するより低額（例：
固定資産税がかからない等）であることから機会損失の意
識が高くなりづらいが、未利用資産の抽出と早急な利活用
スキームに沿った手続、特に、サウンディング型市場調査
に至るまでに時間がかかるため、外部有識者からの意見等
の聴取による検討を同時並行で進めるなど、スピード感を
もって検討を進めていただきたい。
　（報告書36ページ）

（総務調整課、財政課、府有資産活用課）
　府有資産利活用検討プロジェクトチームにおいて令和７年９
月議会で報告した全庁的な府有資産のあり方（検討案）の中で、
府庁近辺を中心とした庁舎系施設（10施設）について、先行的
に検証したところ。
　これらの施設については、民間活用等を検討しているところ
であり、京都府公民連携プラットフォーム等を活用し、民間事
業者等からの意見聴取も行いながら、効率的に検討を進めてま
いりたい。

４　ネーミングライツパートナーシップ制度の推進
　 　京都府の施設名にパートナーの愛称を付し、命名権料を
得ることは、財源確保の一部として一定の成果が認められ
る。京都府には多くの府民・文化施設等があることから、
ネーミングライツパートナーシップ制度の活用を推進して
いただきたい。
　（報告書39～40ページ）

（財政課、府有資産活用課）
　令和７年５月の府有財産戦略活用総括推進員等会議におい
て、他自治体におけるネーミングライツ導入事例を紹介し、積
極的な活用を提案したところであり、引き続き、府有施設を活
用したネーミングライツパートナーシップ制度の活用を推進し
てまいりたい。

５　集約化・複合化・高度利用化の促進
　 　京都府と京都市の共同整備など他の自治体との協調によ
る効率的・効果的な施設の整備・運営が一定程度進められ
ている。
　 　しかし、施設視察の結果、職員を研修する京都府職員研
修・研究支援センターと、教職員を研修する京都府総合教
育センターのどちらにも様々な研修室が見受けられたほ
か、各施設ごとに会議室、倉庫等の類似用途のロケーショ
ンが設置されている状況が見受けられた。また、各種相談
窓口が京都府総合教育センターや京都府精神保健福祉総合
センターなどにそれぞれ備えられているほか、京都府警察
自動車運転免許試験場の本館・別館・安全運転学校に一般
運転者・高齢運転者・免許取消者等ごとにそれぞれ同じよ
うな教室を多数有している。さらには、京都府警察自動車
運転免許試験場と、その隣接地で一般財団法人京都府交通

（総務調整課、財政課、府有資産活用課）
　府有資産利活用検討プロジェクトチームにおいて、令和７年
９月議会で報告した全庁的な府有資産のあり方（検討案）を元
に、関係部局と調整してまいりたい。
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安全協会が運営する自動車運転練習場には同じような運転
練習場が設置されている。
　 　これら同じ機能を有する施設については、部局ごとに
別々に保有したり、対象者別にスペースを確保したりする
のではなく、部局横断的に、親和性があり共有することが
できる他の施設との集約化・複合化・高度利用化を促進し
ていただきたい。
　（報告書40～41ページ）

６　貸付資産の経済的視点からの検討
　 　京都府の公有財産は、京都府財産条例により「減額又は
無償で貸付けすることができる。」とあり、議会議決を経
て、法令等に基づき貸付けを行っている。無償貸付けを
行っている資産や財産は、公益性が高い住民のための施設
ではあるが、貸付相手先の経済的事情も考慮の上、契約の
見直しや近隣の事情を考慮した将来の契約を検討していた
だきたい。
　（報告書66ページ）

（府有資産活用課）
　財産の無償貸付等については、貸付目的の公益性のほか、貸
付財産による収益の有無や貸付先の経済的事情を踏まえて総合
的に判断しているところ。
　今回の意見も踏まえ、引き続き適切に対応してまいりたい。

７　借受料の負担軽減
　 　借受施設は、近隣に比較して適正な借受料を支払うのが
原則である。しかし、経済性の観点からは、支払う金額は
少ない方が良く、無償であればなお良い。現在、京都府が
借り受けている施設は、その場所に設置すべき理由がある
ことを理解するが、継続的に借り受ける場合、借受期間が
長くなると敷地や施設を購入する方が安価となることもあ
り得る。京都府や関係市町村の保有する敷地や施設に移転
することも含め、行政サービスの効率化、事業の統合・集
約化に向けた検討を行い、借受料の負担軽減に努めていた
だきたい。
　（報告書71ページ）

（府有資産活用課）
　府の公共施設については、京都府公共施設等管理方針に基づ
き、府有施設のほか、国や市町村の施設とも連携して施設の有
効活用や集約化・共用化等を進めているところ。
　引き続き公共施設等の最適化に取り組む中で借受料の負担軽
減にも努めてまいりたい。

８　処分見込みのない未利用資産に係る対策の検討
　 　未利用資産は、庁内又は市町村の利活用ニーズがないこ
とが把握され、府有財産戦略活用推進本部において、処分
予定（売却・貸付け）、暫定利用（利活用検討）及び更に
方向性を検討（利活用に向けて個別課題等解消必要）に分
類されて、売却又は貸付けが実行される。処分予定に掲載
される府有財産（不動産）には、隣地との境界確定が進ま
ないなど対応に時間を要する様々な事情を抱え、ケースバ
イケースで対策を講じなければならないため、処分までに
時間を要するものもあるが、府民目線からすると放置され
た施設と見受けられ、老朽化・劣化が著しく進んだ施設は
「まち」の環境及び景観を損なうことになる。事業利用の
可能性が低く、すぐに処分することができる見込みのない
施設については、解体等進捗を図る特別な対策を検討して
いただきたい。
　（報告書73ページ）

（総務調整課、財政課、府有資産活用課）
　府有資産利活用検討プロジェクトチームにおいて、令和７年
９月議会で報告した全庁的な府有資産のあり方（検討案）を元
に、関係部局と調整しているところであり、施設の解体等につ
いても当該施設の処分方針と併せて判断してまいりたい。

９　公有財産の暫定利用
　 　公有財産の暫定利用として「倉庫」の利用が多く見受け
られる。倉庫の利用方法にも数々あると考えるが、書類や
災害用物資の保管が多いと考えられる。ＩＴやＩｏＴの普
及により、事務の効率化によるペーパレス化が図られる
中、今後書類の保存は逓減すると考えられる。また、暫定
利用としている分散した狭小な施設に物資を保管すること
は、災害時の運搬業務の負担が大きくなる（重機や車両が
効率よく搬送することができないために人力が中心となる
ような拠点）など、いざという時の利用に役立つか疑問で

（総務調整課、財政課、府有資産活用課）
　府有資産利活用検討プロジェクトチームにおいて、令和７年
９月議会で報告した全庁的な府有資産のあり方（検討案）を元
に、関係部局と調整しているところ。
　引き続き、未利用資産の暫定利用の解消、有効活用等に向け
て検討を進めてまいりたい。
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ある。物資の消費期限や劣化具合の確認など、適正な在庫
管理の業務負担が拠点の分散により増していくと言わざる
を得ない。未利用の施設に物資を安易に保管するのではな
く、施設が古くなり維持費がかかる可能性が高まることを
鑑みると、有効活用、貸付け又は売却の選択の判断を優先
することを検討していただきたい。
　（報告書75ページ）

10　個別課題を抱える未利用資産の活用検討推進
　 　利活用に向けて個別課題の解消が必要な「更に方向性を
検討する施設」には、複雑な権利関係等の理由により一体
的有効活用が困難な敷地や、人口減少、少子高齢化の進行
等により利用価値が低下した地方都市の敷地が多くを占め
ているが、こうした資産についても、地元自治体の要望把
握や権利関係の整理の推進を積極的に図る必要があると考
える。
　 　ついては、サウンディング型市場調査の実施や外部有識
者の意見等を踏まえた課題・検討事項の整理を行うなど、
具体的なスケジュール・目標を立てて検討を推進していた
だきたい。
　（報告書77ページ）

（総務調整課、財政課、府有資産活用課）
　府有資産利活用検討プロジェクトチームにおいて、令和７年
９月議会で報告した全庁的な府有資産のあり方（検討案）を元
に、関係部局と調整しているところ。
　「更に方向性を検討する施設」についても、利活用の制約と
なっている個別事情を踏まえながら、課題等の整理を進めてま
いりたい。

11　公有財産の現状についての適時のデータ更新
　 　京都府は、公有財産として施設名、所属、所管課、所在
地及び主要施設区分等のほか、財産の異動状況を全庁的に
共有しているが、データについては、毎年定期的に異動状
況を更新するよう全庁に通知され、所管部局が更新するこ
とになっているが、例えば公有財産の貸付け、使用許可等
の状況について更新漏れの状況が散見された。データを活
用するために、各所管部局において公有財産の現状を速や
かに更新していただきたい。
　（報告書77ページ）

（府有資産活用課）
　令和７年５月の府有財産戦略活用総括推進員等会議を開催
し、公有財産の異動に係る統合財務システムへの入力の徹底に
ついて改めて周知し、各部局においてデータの更新を促したと
ころ。

12 　移転も視野に入れた研修施設のあり方の検討（京都府職
員研修・研究支援センター）
　 　京都府職員研修・研究支援センターの現在の建物は昭和
62年建設で、築37年を経過しているものの、令和４年度時
点では、それほど多くの修繕費がかかっておらず（平成30
年度から令和３年度まで年平均で2,206千円）、耐震診断の
対象外でもあることから、中長期的な長寿命化への具体的
なプランニングはされていない。しかし、法定耐用年数が
50年であり、壁にクラックなども見られ、毎年一定の修繕
費が必要な状況である。
　 　また、新規採用職員の研修時期や業務閑散期に利用率が
高くなるのは確かだが、センターの建設当時の想定と異な
り、オンライン研修が一部導入されていることなどもあ
り、職員研修の専用施設としては、利用率は高くない状況
にある（令和５年度においては、大研修室の利用は40回程
度）。
　 　さらに、令和元年度からセンターの職員の多くが人事課
との兼務となり、兼務する職員は通常センター内の執務室
を使うことがなくなったため、事務室スペースに余裕が生
じている。
　 　以上より、現在のセンターには課題があると考えられる
ことから、移転も含めてあり方を検討していただきたい。
　 　その検討の中で、建替え等を行うこととなった場合に
は、稼働率を上げるために、職員研修だけではなく、その
他の研修施設（京都府総合教育センター）との共用なども
考えられる。

（人事課）
　京都府職員研修・研究支援センターについては、隣接する京
都府立大学をはじめ、北山エリアにおける各施設の整備に係る
検討状況も勘案しながら、引き続き利活用等について検討して
まいりたい。
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　 　また、現状の施設の長寿命化を図るべきという結論が出
た場合については、耐震診断も含めて検討すべきである。
さらに、研修室の利用状況等を踏まえると、例えば、現状、
民間団体等への貸し出しなどは行っていないが、利用率を
高め、財源確保にもつながることから、研修事業に支障が
ない限りにおいて、外部貸出しなども検討していただきた
い。
　（報告書98～99ページ）

13 　事業の必要性と施設の有効活用の検討（京都府動物愛護
センター支所）
　 　京都府動物愛護センター支所は、前面が国道９号線、周
囲は府立大学演習林用地に囲まれ、近隣にその他施設が存
在しない場所に立地している。ＪＲ京都駅から京阪京都交
通バス ＪＲ亀岡駅行・「老ノ坂峠」まで約50分、下車後徒
歩10分かかる場所にあり、交通の便は悪い。
　 　京都府域において、犬猫の殺処分施設は京都府動物愛護
センター支所しかなく、犬猫の殺処分場所の確保は、動物
を殺処分するという点で地域住民の理解が必要な施設であ
るため、代替場所の地元調整は難しいと考えられる。
　 　京都府動物愛護センター支所は昭和63年４月に建築さ
れ、築36年となった現在は老朽化が進んできている状況で
あることから、今後、更なる施設の老朽化を迎えるまでに、
将来的に京都府としての事業の必要性を含めた議論を踏ま
え、施設全体の有効活用という観点で、未利用となってい
るスペース（機械室、操作室）の活用方法について、特殊
施設であることを勘案の上で検討していただきたい。
　（報告書122～123ページ）

（生活衛生課）
　疾病等の動物を苦痛から解放するなど動物福祉の観点等か
ら、同施設における殺処分の必要性は今後も継続するととも
に、本所に動物を搬入するための検疫施設としての一時収容及
び多頭飼育崩壊時の収容施設としての必要性が高いと認識して
いるところ。
　未利用となっているスペースについては、ケージやペット
シーツ等、災害時のペット用備蓄資材の保管場所として活用し
ているほか、多頭飼育崩壊などで多量の動物を受け入れる必要
がある場合のスペースとして確保しているところであり、引き
続き、施設全体の有効活用を図ってまいりたい。

14　好立地の敷地の有効活用（京都府計量検定所）
　 　京都府計量検定所は、第二種住居地域で閑静な住宅地で
地価も高い地域に立地しており、現在の利用形態は、交通
至便で高地価という場所を有効に利用していない。なお、
隣接する京都府立府民ホールアルティの搬入道路として敷
地の北側を提供している。
　 　立地状況から判断して、民間への売却や定期借地契約に
よる民間への敷地の貸出しも検討されるべきであるが、当
搬入路の確保が必要となることが課題である。一方、当該
地は京都府庁に近い立地という点も考慮すべきである。
　 　京都府計量検定所の入所する建物は築50年であり、建替
え検討時期にあることに加え、交通至便で資産価値が高
く、京都府庁に近いことも踏まえ、資産活用の方向性につ
いて民間の意見を聞くなどして、有効利用を検討していた
だきたい。
　（報告書154ページ）

（計量検定所）
　令和７年９月議会において、全庁的な府有資産のあり方（検
討案）の中で、現施設を廃止・移転する方向性について報告を
行ったところ。
　これを受けて、現在、当該施設の適正規模や移転先等につい
て検討を行っているところであり、引き続き、府有資産利活用
検討プロジェクトチームと連携し、調整してまいりたい。

15 　施設の有効活用や他の施設との統合等多角的な検討（京
都府京都乙訓農業改良普及センター）
　 　京都府京都乙訓農業改良普及センターは、阪急京都線
「西京極駅」下車徒歩10分の場所に位置し、建物敷地には
駐車場用地も確保され、利用者や府の職員にとってアクセ
スが良い場所に立地している。
　 　当該施設の土地は、借地であり、平成30年から令和30年
までの賃貸借契約が締結され、年間賃貸料約9,000千円で
ある。
　 　建物は平成元年６月に建築され、築35年となった現在は
老朽化が進んできている状況であるが、平成30年度に屋上
防水工事に10,000千円の投資がなされ、建物の機能維持は
十分に図られている。１階には、作物診断室・分析診断室

（農産課）
　施設内の利用頻度の低いスペースについては、同センターに
おける業務以外による活用を含め、幅広く検討し、利用率の向
上に努めてまいりたい。
　当センターが借地に立地している点については、今後、近隣
施設の立地条件や空き状況等を勘案しながら、移転可能性も視
野に入れて、多角的に検討を進めてまいりたい。
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等が配置され、対象地域農家に対する指導や相談内容に対
応するための分析が行われている。２階は主に事務室、３
階は会議室・厨房施設を備えた食生活講習会室が配置され
ているが、３階については極端に利用頻度が低い状態にあ
る。
　 　１階部分の機能は専有施設とする必要があるが、２階・
３階の事務室・会議室等については、親和性があり共有す
ることができる他の施設と統合する等の有効活用を検討し
ていただきたい。また、当該施設は借地に立地するため庁
内の施設最適配置の見直しの際に、他の施設との統合によ
る移転も見据えた検討を多角的に行っていただきたい。
　（報告書162～163ページ）

16 　業務の統廃合と府有財産の収益確保の検討（京都府山城
家畜保健衛生所）
　 　京都府山城家畜保健衛生所はＪＲ奈良線「城陽駅」下車
徒歩５分の場所に位置し、建物敷地には駐車場用地も確保
され、利用者や府の職員にとってアクセスが良い場所に立
地している。
　 　３階建て延床面積780.09㎡のうち、１階は家畜防疫業
務、家畜保健衛生業務等を行うための機能を果たしている
が、２階及び３階は、主に倉庫として利用されており、施
設全体の有効活用という観点で、低利用となっている。
　 　昭和49年６月に建築され築50年となった現在は、法定耐
用年数に到達しており、法定耐用年数（50年）以上の躯体
等の健全性を維持するためには、外壁等工事や耐震強化工
事を実施する必要があり、多額の修繕費が想定される。
　 　管轄区域は、京都市から南山城村まで非常に広範囲にわ
たる区域で業務を行っている。立地及び建築経過年数から
勘案すると、家畜防疫業務、家畜保健衛生業務及び畜産振
興業務の行政機能について、エリア区分を再検討の上、施
設の統廃合を含めて検討していただきたい。検討の結果、
施設を移転することとなった場合には、建物を解体した上
で、財源確保の観点から土地売却等についても検討いただ
きたい。
　（報告書230～231ページ）

（畜産課）
　２階、３階は、主に鳥インフルエンザ発生時における初動防
疫資材等の保管庫として活用しているところであるが、会議室
としての利用頻度向上を含め、施設の有効活用に努めてまいり
たい。
　今後想定される大規模修繕への対応に当たっては、当施設の
持つ機能や管轄区域の見直しを含め、多角的に検討を進めてま
いりたい。

17　建物・施設の縮小・簡素化の検討（京都府立消防学校）
　 　京都府立消防学校は、二重行政の解消や連携強化のた
め、平成29年４月から、京都市消防学校と共同化し、京都
府立消防学校が京都市消防学校内に移転して現在の形と
なった。府市連携による教育訓練の共同化により組織面で
の対応は一定の成果が認められる一方で、施設面では抜本
的な修繕は行われず、老朽化が進んでいるのが現状である。
　 　常駐の職員はおらず、必要に応じて京都市南区上鳥羽の
京都府立消防学校から職員が来校する体制となっている。
本館と訓練施設に関しては消防団員の訓練と消防職員の一
部訓練に利用されているものの、寮は維持コストに見合う
だけの利用はされていないように思われる。
　 　今後の活用を検討するに当たり、八幡市や京都市伏見区
の避難場所に指定されていること、消防団員の訓練機能の
確保が必要であることを考慮し、老朽化が進み、今後積極
的な利用が見込めない建物は解体や大幅な規模の縮小・簡
素化といった対応の検討が必要である。加えて訓練塔や水
上訓練場（プール）といった訓練施設についても、不要な
ものに関しては解体等の対応を検討していただきたい。
　（報告書248ページ）

（消防学校）
　府立消防学校南部訓練拠点は、八幡市や京都市伏見区の地震
時の避難場所に指定されていること、消防団員の訓練拠点とし
て活用していることから、老朽化への対応として移転等を含め
た検討が必要であると認識しているところ。
　現在、府全体の備蓄倉庫の配置等にかかる課題整理を行って
いるところであり、当施設の防災拠点としての活用を含め、規
模の最適化や代替施設の確保等についても検討してまいりたい。

本号260721KM.indd   499本号260721KM.indd   499 2026/07/17   15:14:532026/07/17   15:14:53



令和８年７月21日　火曜日　　　

500

京  都  府  公  報

本号260721KM

18 　災害用物資の倉庫等としての活用策の検討（京都府立消
防学校）
　 　府道15号線（宇治淀線）という主要道路に面し、第二京
阪道「久御山南」インターチェンジや京滋バイパス「久御
山淀」インターチェンジに近い他、国道１号線や国道24号
線へのアクセスは良好であり、車での移動には非常に便利
な立地となっている。立地の優位性を考えた場合には、物
流拠点としての利用が有力である。
　 　現在京都府では、災害時に必要となる物資を様々な施設
に分散して保管している。本施設の車庫の一部は山城広域
振興局が書庫として利用しているが、例えば、交通至便な
この場所に京都府で保管すべき災害用物資の保管を集約す
ることで、管理コストの低減に資するほか、災害発生時に
活躍する消防職員の訓練拠点と物資拠点を一致させること
により、有事の際の物資の分配計画等がスムーズに作成・
実行することが可能となることから、災害時の物資拠点等
としての活用を検討していただきたい。
　（報告書248～249ページ）

（消防学校）
　府立消防学校南部訓練拠点は、八幡市や京都市伏見区の地震
時の避難場所に指定されていること、消防団員の訓練拠点とし
て活用していることから、老朽化への対応として移転等を含め
た検討が必要であると認識しているところ。
　現在、府全体の備蓄倉庫の配置等に係る課題整理を行ってい
るところであり、当施設の防災拠点としての活用を含め、規模
の最適化や代替施設の確保等についても検討してまいりたい。

19　立地を生かした活用方法の検討（京都府立消防学校）
　 　府道15号線（宇治淀線）の周辺には民間の物流施設が多
数存在しており、物流施設を利用する大型トラックが往来
している。京都府立消防学校は、八幡市や京都市伏見区の
避難施設に指定されており、避難施設や訓練施設として必
要なスペースを精査することは必要であるものの、財源確
保の観点から、敷地の一部売却や、民間のロジスティクス
施設向けに土地の貸付けといった様々な有効活用策の検討
をしていただきたい。
　（報告書249ページ）

（消防学校）
　府立消防学校南部訓練拠点は、八幡市や京都市伏見区の地震
時の避難場所に指定されていること、消防団員の訓練拠点とし
て活用していることから、老朽化への対応として移転等を含め
た検討が必要であると認識しているところ。
　現在、府全体の備蓄倉庫の配置等にかかる課題整理を行って
いるところであり、当施設の防災拠点としての活用を含め、規
模の最適化や代替施設の確保等についても検討してまいりたい。

20 　他施設の共有を視野に入れた事業内容・規模の見直し
（京都府総合教育センター）
　 　京都府総合教育センター本館は、旧郵政省が建設したも
のであり、相当程度古く（本館は昭和39年、木造の図書館
は聞き取りによると昭和31年頃とのこと）、今後当該セン
ター施設をどうするのか検討が必要な状況であるが、具体
的な検討がなされていない。同地に建替えをするか、別の
施設に移転するかも含めて、あり方を検討していただきた
い。
　 　当該センター設置時点と異なり、現在は、オンライン研
修なども一定程度活用でき、その範囲は今後も拡大が想定
される。現時点では、全ての研修室が常時フル稼働してい
る状況ではない（令和５年度の利用実績では、大研修室の
利用率は56.0％であるが、35％以下の利用率の研修室・演
習室が８室中６室ある。講堂の利用率は28.8％である。）。
よって、建替えや別の建物に移転する場合は、同じ規模の
施設の必要性について検討が必要と考える。
　 　当該センター本館は、３階建てであるが、第１種低層住
居専用地域であることから、同地に建替えをする場合は、
同じ規模の建物を建てることは不可能であるため、同地に
おいて、建替えを図るためにはその点についても考慮する
必要がある。
　 　また、センター敷地内には一部未整備・未利用の土地が
あり、車庫も老朽化が進んでいる上、現在は倉庫になって
いる。近鉄丹波橋駅から徒歩圏内であることから、駐車場
用地も現在と同様の規模を確保し続ける必要があるかどう
かについても、検討が必要である。さらに、利用率を向上
させる観点からも、建替えをする場合は、京都府職員研修
・研究支援センターなどの同等の機能をもつ府有財産との

（学校教育課）
　当センターは、施設の老朽化や昨今のオンライン研修の拡
大、未整備土地等の状況から、他施設との共有等を含め、施設
全体の有効活用に向けた検討が必要と認識しており、令和８年
５月に京都府総合教育センターの施設等のあり方について検討
を行う庁内プロジェクトチームを設置したところ。
　今後の検討にあたっては知事部局や京都市とも連携し、多角
的な観点から調整を進めてまいりたい。
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共有や、京都市との同等の機能を果たす施設との共有も検
討の余地がある。
　 　なお、京都府総合教育センター条例第２条によると、教
育センターの事業として、⑴教育に関する専門的、技術的
事項の研究に関すること、⑵教育関係職員の研修に関する
こと、⑶教育相談に関すること、⑷教育に関する図書及び
資料の収集及び活用に関すること、⑸前各号に掲げるもの
のほか、教育の振興に関し必要な事業が掲げられている。
建替え検討を行う場合は、そのうち、特に⑶の教育相談に
ついては、現状と同様に研修施設と同じ場所で行うのか、
相談事業を行っている他の同等の施設で実施するのかな
ど、事業実施の場所についても検討を行っていただきたい。
　（報告書271～273ページ）

21 　財源確保を視野に入れた施設の有効活用の検討（京都府
総合教育センター）
　 　講堂については、法定耐用年数が47年で使用年数が32年
であり、昭和56年の新耐震基準を満たしていることから、
当面利用可能である。しかし、当該建物は一般への貸出し
は行っておらず、研修室も外部貸出しの件数はそれほど多
くない。交通アクセスが良いことから、特に土日について
は、文化的な催しなどの利用にニーズがある可能性がある
ことから、一般向けの貸出しについても検討していただき
たい。
　（報告書273ページ）

（学校教育課）
　講堂については耐震基準を満たしてはいるものの施設・設備
の老朽化が進んでおり、特に２階トイレについては、敷地内水
道管の老朽化や水圧不足等により詰まり等が多発している状況
であるとともに、女性用トイレの戸数が少なく、大人数利用の
場合は、耐震化未実施の本館トイレも併用する必要があり、一
般開放を行うには課題があると認識しているところ。
　加えて、一般開放に向けては、施設面のほか、職員体制の確
保、情報機器設備の整備や駐車場管理等の課題もあると認識し
ており、費用対効果も含め検討してまいりたい。

22 　長寿命化を図るための中長期修繕計画の検討（京都府精
神保健福祉総合センター）
　 　京都府精神保健福祉総合センターは、精神保健及び精神
障害者福祉に関する法律第６条に基づく機関として、京都
府精神衛生総合センター基本構想に基づき当地に新設され
たものである。令和元年度から令和５年度までの年平均修
繕費は、2,850千円と、現時点では、それほど多くの修繕
費がかかっていない。しかし現在のところ、耐震診断の対
象外でもあることから、耐震診断は実施されていない状況
である。また、中長期的な長寿命化への具体的なプランニ
ングはされていないとのことである。随時修繕が必要な個
所を見回りながら、必要な修繕については、随時予算化し
ているとのことである。基本的な所管業務については、設
置当初から変わっておらず、法律による設置義務のある機
関として、同地においてなるべく長く使用するのが施設運
営の基本的方向性であると考えられる。しかし、法定耐用
年数が50年のところ、42年経過しており、長寿命化するた
めには、センターの担当者による通常の修繕の必要性の把
握と予算化による措置だけでは、十分ではない可能性があ
る。よって、ファシリティマネジメントの観点から、当該
施設をあと何年使うのか、中長期的な修繕計画をどう考え
るのかなどについて、検討していただきたい。
　（報告書283～284ページ）

（障害者支援課）
　精神保健福祉総合センター庁舎については、建物の維持・管
理を目的とした修繕を随時行っており、修繕箇所については修
繕業者に法定耐用年数程度まで利用することができることを確
認しているところ。
　今回の意見も踏まえ、今後は、維持・管理を目的とした修繕
に並行し、法定耐用年数経過後の使用を見据えた中長期的な修
繕計画の策定を検討してまいりたい。

23 　高地価である府有地における災害用備蓄倉庫の運営につ
いて（元近衛寮）
　 　現在、元近衛寮は災害用備蓄倉庫として使用されてい
る。確かに、京都市の中心部に所在しており、京都府庁か
らも比較的近い場所に所在することから、便利な保管場所
であることは理解することができる。しかしながら、建物
は旧洛東病院の寮として使用されていたもので、昭和47年
の築造で築年数がすでに50年以上を経過しており、いざ地
震等の災害が生じた際には建物自体が被害を受けるおそれ

（災害対策課）
　元近衛寮は京都市街地の貴重な備蓄拠点であり、今後もその
機能は維持する必要がある一方で、現建物は寮構造のため搬出
入効率が低く、迅速に搬入出を行うためには高額な設備投資が
必要であることなど、課題があると認識しており、現在、当施
設を含めた府全体の備蓄倉庫の配置等にかかる課題整理を行っ
ているところ。
　当該土地の価値も踏まえ、引き続き、府有資産利活用検討プ
ロジェクトチームとも連携し、調整してまいりたい。
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がある。
　 　また、機能面においても、元々寮だったことによる狭小
な間取りや、普段は利用していないことによる湿気等と
いった環境面から勘案して、物資の搬出入や保管といった
面からは適していない状況にあると言え、府有財産利活用
の観点からは見直しの検討が必要と考える。さらに、視察
時に感じたことであるが、普段は建物に出入りがないこと
から、建物の外側に植物が絡みついて異様な外観となって
おり、近隣には中学校や住宅もあることから、治安・防犯
上の観点から問題があると考える。
　 　そもそも、当該土地の価値は大変高く、現状の利用状況
では府有財産が有効に活用されているとは考えにくい状況
にある。そこで、先ずは建物の解体撤去を検討するととも
に、更なる公的な有効活用を調査・検討し、そのような
ニーズがなければ民間への売却も含めて検討いただきたい。
　（報告書293ページ）

24 　廃止決定された府有財産における土地の活用について
（元桃山職員住宅第１住宅・第２住宅）
　 　元桃山職員住宅第１住宅・第２住宅は、平成19年度に策
定された職員住宅新活用計画において、耐震診断調査の基
準を満たしておらず、大規模地震発生時には倒壊の危険性
があり、入居率も含めて総合的に判断した結果、平成25年
度末を目標に廃止することとされ、実際に平成24年11月度
において廃止がなされた。
　 　現在、京都府では両住宅について、「更に方向性を検討」
の未利用資産として認識しているが、今回、現状を把握す
るため、現地において外観を視察したところ、10年以上に
わたり人が住居せずに未利用となった建屋は、不法侵入を
防ぐ措置がされているものの、いわゆる廃墟となってお
り、建屋の外観は黒ずみ、一部には植物が絡みつくなど、
一種異様な光景となっていた。
　 　土地の利用に関しては、様々かつ複雑な権利関係によ
り、当施設の方向性を検討するには相当の時間を有すると
ころではあるが、今後の対応については、当該職員住宅の
敷地のみでは公道に接道していないため、単独での利活用
は困難と考えており、隣接する府有地と併せて一体的な利
活用の検討を進めていただきたい。
　（報告書296～297ページ）

（職員総務課）
　当該職員住宅の敷地は公道に接道していないため、単独での
利活用は困難であり、将来的な利活用については、当地に隣接
し、公道に接道している府営住宅桃山伊賀団地を含めた対応が
必要となることから、府有資産利活用検討プロジェクトチーム
と連携し、調整してまいりたい。

25 　一般財団法人京都府総合見本市会館への貸付形態のあり
方
　 　京都府は、一般財団法人京都府総合見本市会館に「府内
の経済活動の活性化及び府民文化の振興を図るため」を根
拠として無償貸付けを行っている。この根拠について異論
はないものの、総合見本市会館の来場者はコロナ後に大き
く減少している一方で、一般財団法人京都府総合見本市会
館は会場使用料等を収入源として安定した収支差額を確保
し、令和５年度で1,525百万円の正味財産を有している。
また、総合見本市会館は老朽化も進行し、大規模修繕費用
が多額に発生しているが全額京都府が負担している。一般
財団法人京都府総合見本市会館の事業は府内の公益的な事
業ではあるが、1,525百万円という正味財産の蓄積状況と
その収入源が総合見本市会館の会場使用料等であることを
考えれば、無償貸付けという形態の見直しや修繕費の負担
など、京都府への収益還元を検討していただきたい。
　（報告書309～310ページ）

（観光室）
　会館の運営については、京都府の負担金や運営に係る特別な
補助を受けることなく、独立した自己の収支で維持継続してお
り、社会経済情勢の変化で難しい運営が見込まれる中、使用料
収入など事業活動収入の確実な獲得と効率・効果的な事業活動
支出の執行に努め、状況の変化に適時適確に対応しながら安定
した経営を行っているところ。
　また、修繕の対応については、経年劣化等大規模修繕は施設
所有者である京都府が負担しているものの、使用に伴う破損や
故障等の小修繕は財団が負担することを基本的な考え方として
おり、今後も貸付目的の公益性、貸付財産による収益の有無や
貸付先の経済的事情等を踏まえて総合的に判断してまいりたい。
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令和５年度包括外部監査の結果に基づき講じた措置状況

第１　包括外部監査テーマ
　　　府民サービスの向上・職員の働き方改革に向けた事務事業のデジタル化推進の現状と課題について
第２　包括外部監査の結果に基づく措置
　　　次のとおり

監　査　の　結　果 措　置　の　内　容 措置状況

３　ペーパーレス化普及促進のための環境整備
　 　京都府は、モバイル端末の配布やＯｆｆｉｃｅ
３６５の導入等によりテレワーク環境が整備されてい
る。
　 　一方で、Ｗｅｂ開催が可能な状況にもかかわらず集
合形式で開催する会議や、資料のデータ共有で対応可
能な状況で紙資料を配布する会議が全庁的に散見さ
れ、電子決裁ではなく、紙決裁が中心となっている部
署も認められる。ペーパーレス化の取組が浸透してい
ない状況であると考えられることから、テレワークの
推進を図るためにも、打合せスペースへのモニター配
備、データ保管フォルダ（共有フォルダ）の容量拡大
（上限撤廃）といったＩＣＴ環境の更なる整備を図る
とともに、各職員が日々の業務の事務処理フローの見
直しを行い、ペーパーレス会議や電子決裁を徹底する
よう促す取組が必要である。
　（報告書225ページ）

（人事課、情報政策課）
　令和７年度に、データ保管フォルダ（共有フォル
ダ）の容量を大幅に拡大し、利便性の向上を図ると
ともに、幹部職員による会議のペーパーレス化や、
行財政改善プロジェクトチームから各部局へのデジ
タルツールの活用を促す通知の発出など、ペーパー
レス化や電子決裁を促進する取組を実施した。

措 置 済 み

令和４年度包括外部監査の結果に基づき講じた措置状況

第１　包括外部監査テーマ
　　　府税事務所等のあり方について
第２　包括外部監査の結果に基づく措置
　　　次のとおり

監　査　の　結　果 措　置　の　内　容 措置状況

１　自動車税（種別割）の徴収率向上
　 　京都府の自動車税（種別割）の徴収率は、近年上昇
傾向にはあるものの、全国最下位の水準から脱却する
ことができていない。具体的な原因分析はなされてお
らず、例えば、車検証の有効期間を過ぎてなお滞納し
ているのか等の傾向と原因を京都地方税機構との協力
によって調査し、徴収率改善に向けた原因別の対応が
必要である。
　（報告書90ページ）

（税務課）
　京都府における自動車税の滞納者は、車検証の更
新時に納付する例と、様々な事情により有効期限を
過ぎてもなお滞納している例の、大きく二つに分類
される。
　前者については、納期限が毎年５月末であり、車
検証の更新時ではない旨の啓発活動を従前より実施
しており、今後も継続的に実施していくこととして
いる。
　後者については、滞納者ごとに様々な事情がある
が、経済的事情等がある場合には、滞納者の状況に
応じて分納の申し出を認めるなどの対応を行ってき
た。
　他方、令和５年度に徴収率の高い府県に対してヒ
アリングを実施したところ、分納について期間や回
数などに関し、京都府よりも厳格な運用がなされて
いることが確認された。このため、京都府において
も早期の完納となるよう見直しを行った。

措 置 済 み

本号260721KM.indd   503本号260721KM.indd   503 2026/07/17   15:14:532026/07/17   15:14:53



月額購読料 2,930円

令和８年７月21日　火曜日　　　

504

京  都  府  公  報

本号260721KM

　加えて、監査指摘を踏まえ、京都地方税機構に自
動車税の滞納整理のみを所管する課を新設し、重点
的に原因分析とその対応に取組める体制を構築した。
　こうした取組を京都地方税機構と連携して実施し
た結果、令和６年度の徴収率は、前年度から0.1ポ
イント上昇した。

４　窓口業務の委託可能性
　 　税務の窓口業務はやや定型的な内容が多く、専門的
な知識を必要とする内容を除けば、委託に適している
業務であると考えられ、現実に窓口業務の委託が導入
されている都道府県もある。
　 　費用対効果を勘案し、削減効果が見込めるのであれ
ば、窓口業務に関しては積極的に委託することを検討
すべきである。
　（報告書177ページ）

（税務課）
　令和７年１月の府税事務所統合に合わせ、税に関
する質問に24時間対応可能なＡＩチャットボットを
導入し、令和７年度には約18,000件の利用があった
ところ。
　あわせて、車検時における納税証明書の提示省略
の可否をシステム上で確認することができる自動車
税納税確認システムを導入し、同年度において約
70,000件の利用があり、窓口業務の削減につながっ
た。
　こうした窓口業務の削減を踏まえ、今後も委託で
はなく、業務の一層の効率化に取り組んでいく。

措 置 済 み
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